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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第11期

第２四半期
連結累計期間

第12期
第２四半期
連結累計期間

第11期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2022年４月１日
至 2022年９月30日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (千円) 5,321,346 6,715,666 11,625,387

経常利益 (千円) 485,870 59,984 581,235

親会社株主に帰属する四半期（当期）純
利益

(千円) 290,039 83,862 407,963

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 290,039 84,723 400,493

純資産額 (千円) 1,315,087 1,444,353 1,346,496

総資産額 (千円) 9,443,041 10,497,241 10,866,268

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 64.62 18.86 90.93

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 64.49 18.81 90.13

自己資本比率 (％) 13.9 13.7 12.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 216,636 163,423 443,609

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △264,803 △172,603 △498,006

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 84,004 △469,430 217,576

現金及び現金同等物
の四半期末(期末)残高

(千円) 1,624,524 1,273,256 1,751,866
 

 

回次
第11期

第２四半期
連結会計期間

第12期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

自 2022年７月１日
至 2022年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 7.49 2.54
 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　２．当社は、2021年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、前

連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益及び潜在株式

調整後１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

 

２ 【事業の内容】

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 
(1) 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種が進み持ち直しの

動きが見られるものの、アメリカやEU各国、アジアではシンガポール等に比べ社会経済活動が依然として制限され

るだけでなく、ウクライナ情勢や世界的物流の停滞及び世界的なインフレーション、各国の金利引き上げ政策の進

展などにより貿易収支の急激な悪化、円安等が発生し社会・経済への影響等が先行き不透明な状況が続いていま

す。当社グループでは、「持続的社会保障制度の構築」を通して「安心を育て、挑戦を創る」世界を実現させるた

め、「介護」、「障がい者支援」、「保育」の３分野を中心とした事業を行ってまいりましたが、様々な社会課題

の解決に貢献すべく、国連の定める「SDGs(持続可能な開発目標)」のために当社グループが取り組むべき6つのマテ

リアリティ（重要課題）（中期経営計画2024参照）を特定しております。

また、重要な課題である人材の獲得及びサービスの質の向上のため、今年度より人事総務部を分離独立させ、社

内資格制度を開始し、今後導入予定のe-ラーニングシステムも活用しながら効率的な習熟を促す体制を構築予定で

す。更に、デジタルトランスフォーメーションを推進し、管理業務を中心にペーパーレス、押印レス、キャッシュ

レスを加速させて参ります。そして、サスティナビリティへの取り組みでも上げさせて頂いております「多様な人

材が活躍できる社会の実現」のため、特定技能を中心とした外国人就労も進んでおります。

当社グループを取り巻く環境として、主力事業である介護事業においては、高齢化率（総人口に占める65歳以上

の割合）が2020年には28.8％に上昇し、団塊の世代が75歳以上となる2025年には「超高齢社会」に直面していくこ

とは周知の状況となっており、医療・介護・年金を含めた社会保障制度全体の再構築が急がれております。少子高

齢化の進行を背景に、介護サービスに対するニーズが拡大する一方、深刻化する人手不足への対応や介護人材の確

保・育成が経営課題となっております。

このような環境のもと、当社グループと致しましては、当第２四半期連結累計期間において新規施設７事業所の開

設を行ないました。その結果、売上高6,715,666千円（前年同期比126.2％）、営業利益179,012千円（同72.6％）、経

常利益59,984千円（同12.3％）、税金等調整前四半期純利益125,535千円（同26.6％）、親会社株主に帰属する四半期

純利益83,862千円（同28.9％）となりました。

 

事業領域別の状況は以下のとおりです。

＜介護事業＞

介護事業におきましては、当第２四半期連結累計期間において３事業所（有料老人ホーム２事業所、グループ

ホーム１事業所）の新規開設を行い、当第２四半期連結会計期間末における有料老人ホーム等（注１）の稼働率は

81.7％（開設後１年以上経過した事業所では87.8％）、グループホームの稼働率は91.8％（開設後１年以上経過し

た事業所でも93.8％）となりました。新型コロナウイルス感染症拡大の影響は、ワクチン接種がご利用者様及び職

員の中で進み、高価格帯施設含めて回復傾向にあり稼働率は復調してきておりますが、感染症法上の分類として未

だ２類に区分されており、定期的な感染者拡大の影響は大きく、クラスターが発生しなかったとしても、新規入居

停止や感染又は感染の疑いのある職員の出勤停止等により、事業活動を制限せざるを得ず、本来の収益構造とは大

きく異なる結果となっております。ただし、今期も事業は順調に拡大していることから、新型コロナウイルス感染

症の影響が抑制されるような政策の転換があった場合には、収支構造の改善が急速に起きる可能性は高く、また政

策の転換がなかったとしても新規開設施設の稼働率向上により時間軸の長短はあるものの改善される方向性と考え

ております。

当社グループの介護事業は、より人材の確保がしやすく、利益率も高い施設介護の運営に注力しており、特に有

料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、グループホームを中心として事業の推進に取り組んでまいりまし

た。事業展開の優先順位は、許認可を必要とする介護付き有料老人ホームやグループホームを高く設定いたします

が、一方、自治体での許認可公募状況、需給環境を踏まえ、住宅型有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅

に訪問介護や看護等を併設する事業モデルでも事業拡大をしてまいります。
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（注１）介護付有料老人ホーム、住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、短期入居者生活介護

 
＜障がい者支援事業＞

障がい者支援事業におきましては、当第２四半期連結累計期間において３事業所（グループホーム）の新規開設

を行い、当第２四半期連結会計期間末における就労継続支援B型の稼働率は58.7％（開設後１年以上経過した事業所

では62.0％）、グループホーム等（注２）の稼働率は69.2％（開設後１年以上経過した事業所では90.0％）となり

ました。新型コロナウイルス感染拡大の影響は回復傾向にあり、稼働率は復調してきておりますが、介護事業と同

様、未だに本来の収益構造を達成するには至りませんでした。ただし、グループホームを中心として、事業開発は

順調に進んでおり、政策の転換等があった場合には、本来の収益構造の顕在化により、収支の急速な改善の可能性

は高いと考えております。また、政策の転換がなかったとしても、今後介護と同様グループホームが公募制に移行

する可能性が高い中で、短期的な利益を抑制させても事業拡大することが中長期では効率的と考えており、事業拡

大速度重視の政策をとっているため、一定規模への拡大後は、利益が想定水準に達する見込みです。

当社グループの障がい者支援事業は、障がい者の自立した生活を実現するためのトータルサポート体制の構築を

重視しております。生活訓練、継続支援事業を通じて様々な就労訓練を行うだけでなく、自立した生活を目指す

方々の住まいとしてグループホーム等を提供し、また、介護、保育や給食事業等の当社グループ内事業所への就職

の拡充も図っていくことで、利用者の方々が社会の重要な戦力として活躍するお手伝いを進める方針です。

（注２）共同生活援助（グループホーム）、福祉ホーム

 
＜保育事業＞

保育事業におきましては、当第２四半期連結累計期間において１事業所（認可保育所）の新規開設を行い、当第

２四半期連結会計期間末における認可保育所の稼働率は79.0％（開設後１年以上経過した事業所では83.5％）、企

業主導型保育所の稼働率は43.2％（開設後１年以上経過した事業所でも43.2％）となりました。新型コロナウイル

ス感染症拡大の影響はほぼ回復傾向しております。ただし、整備率の向上に伴い、新規事業公募が停止される自治

体も増加しており、市場としてのピークアウトは近いと考えております。

国として少子高齢化が進むなか根本的に子供を産みたい方が産める社会的インフラが求められているところ、今

後も待機児童の解消は最重要課題であるだけでなく、保育指導指針の改定により養護だけでなく教育が求められて

まいりました。当社グループでは、この教育という要素を重要視し、当社グループの高齢者事業所との連携におい

て多世代交流を深め、文化の伝承を促進し、子供の生き抜く力を養う支援を行うと共に整備を進める方針です。

 
(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産は10,497,241千円となり、前連結会計年度末と比べ369,027千円の減少とな

りました。これは主に、建物及び構築物が265,176千円増加した一方、現金及び預金が478,610千円、建設仮勘定が

123,757千円減少したことによるものであります。

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、9,052,887千円となり、前連結会計年度末と比べ466,884千円の減少

となりました。これは主に、未払費用が52,922千円、賞与引当金が15,661千円増加した一方、長期借入金が307,370

千円、未払法人税等が187,980千円減少したことによるものであります。

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、1,444,353千円となり、前連結会計年度末と比べ97,857千円の増加

となりました。これは主に、利益剰余金が478,908千円増加した一方、資本剰余金が393,253千円減少したことによ

るものであります。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ351,268千円減少し、1,273,256千円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれ

らの要因は、次のとおりであります。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、163,423千円の収入となりました。

これは主に、税金等調整前四半期純利益125,535千円、減価償却費118,811千円、売上債権の増加額95,094千円

等によるものです。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、172,603千円の支出となりました。

これは主に、有形固定資産の売却による収入284,709千円、貸付金の回収による収入318千円、有形固定資産の

取得による支出359,679千円、敷金及び保証金の差入による支出85,016千円等によるものです。

 
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、469,430千円の支出となりました。

これは主に、長期借入れによる収入234,610千円、短期借入金の純増減額△2,503千円、長期借入金の返済によ

る支出680,670千円等によるものです。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,000,000

計 15,000,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2022年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,489,500 4,492,200
東京証券取引所

グロース
単元株式数は100株でありま
す。

計 4,489,500 4,492,200 ― ―
 

（注）１．2022年10月１日から2022年10月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式数が2,700株増加し

ています。

２．提出日現在の発行数には、2022年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 2022年６月28日（第５回新株予約権）

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役３

新株予約権の数(個)※ 11,000　(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数(株)※ 普通株式　11,000　(注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円)※ 1,484　(注)２

新株予約権の行使期間※ 2024年６月29日～2032年６月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格
及び資本組入額※

発行価格　　　1,484
資本組入額　　 742

新株予約権の行使の条件※ (注)３

新株予約権の譲渡に関する事項※ 新株予約権を第三者に譲渡することはできない。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項※ (注)４
 

※　新株予約権の割当日（2022年７月29日）における内容を記載しております。

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。ただし、新株予約権の割当日後、当社が株式

分割又は株式併合を行う場合、株主割当ての方法により募集株式の発行を行う場合、株式無償割当てを行う

場合、合併、株式交換、株式移転又は会社分割を行う場合その他必要と認められる場合は、次の算式により

付与株式数を調整、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

調整後付与株式数＝ 調整前付与株式数× 分割・併合の比率

２．新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、株主割当ての方法により募集株式の発行

を行う場合、株式無償割当てを行う場合、合併、株式交換、株式移転又は会社分割を行う場合その他必要と

認められる場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。
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調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×

１

 分割、株式無償割当て又は併合の比率
 

３．新株予約権の行使の条件

 ア 権利行使時において、当社または子会社の取締役または従業員であることを要する。ただし、取締役が任
期満了により退任した場合、もしくは従業員が定年により退職した場合、または当社取締役会が正当な理
由があると認めた場合はこの限りではない。

 イ 本新株予約権者が死亡した場合には、本新株予約権の相続は認められない。

 ウ 本新株予約権の行使価額の年間の合計額が金1,200万円（但し、法令の改正により、税制適格要件の一つ
である年間行使価額の上限金額が変更された場合には、その変更後の上限金額とする。）を上回らない範
囲であること。

 エ 本新株予約権の行使による株式の交付は、当該交付のために付与決議がされた会社法第238条第1項に定め
る事項に反しないで行われるものとする。

 オ 本新株予約権の行使により取得する株式につき、金融商品取引業者又は金融機関（租税特別措置法施行令
第19条の3第6項で定めるものに限る。）との間であらかじめ締結される、本新株予約権の行使により交付
される当社の株式の振替口座簿（社債、株式等の振替に関する法律に規定する振替口座簿をいう。以下同
じ。）への記載若しくは記録、保管の委託又は管理、及び処分に係る信託（以下「管理等信託」とい
う。）に関する取り決め（租税特別措置法施行令第19条の3第7項で定める要件を満たすものに限る。）に
従い、租税特別措置法施行令第19条の3第8項で定めるところにより、当該取得後ただちに、当社を通じ
て、金融商品取引業者等の振替口座簿に記載若しくは記録を受け、又は営業所若しくは事務所に保管の委
託又は管理等信託がされることを要する。

 カ 本新株予約権の行使をする際、行使をする者、（ア）に掲げる事項を誓約し、かつ、（イ）に掲げる事項
を記載した書面を提出することを要する。

  (ア) 権利者が、本新株予約権に係る付与決議の日において大口株主及び大口株主の特別関係者に該当し
ないこと。

  (イ) 以下に掲げる事項
   ・本新株予約権の行使の日の属する年における当該権利者の他の新株予約権の行使の有無

・他の行使があった場合には、当該行使に係る権利行使価額及びその行使年月日
・当該書面を提出する者の氏名、住所及び個人番号
・その行使をする本新株予約権に係る付与決議があった年月日
・その行使をする本新株予約権に係る新株予約権割当契約において定められている事項のうち、本
新株予約権に係る株式の種類、数及び一株当たりの権利行使価額
・新株予約権の行使により振替又は交付を受けようとする株式の数
・提出者が本新株予約権の行使の日の属する年において既に本新株予約権の行使をしたことがある
場合には、その既にした本新株予約権の行使に係る株式の数及び権利行使価額並びにその行使年月
日
・提出者が本新株予約権の行使の日の属する年において既に他の新株予約権の行使をしたことがあ
る場合には、当該他の新株予約権に係る付与決議のあった株式会社の名称及び本店の所在地並びに
その既にした当該他の新株予約権の行使に係る権利行使価額及びその行使年月日
・その他参考となるべき事項

 

４．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

 　 組織再編に際して定める契約又は計画等に以下に定める会社の新株予約権を交付する旨を定めた場合には、

当該組織再編の比率に応じて、以下に定める会社の新株予約権を交付するものとする。

 
ア 合併（当社が消滅する場合に限る。）

合併後存続する株式会社又は合併により新設する株式会社

 
イ 吸収合併

当社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部を承継する株式会社

 
ウ 株式交換

当社の発行済株式の全部を取得する株式会社

 
エ 株式移転

株式移転により設立する株式会社
 

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年７月１日～
2022年９月30日

－ 4,489,500 － 357,757 － 515,753
 

 
(5) 【大株主の状況】

  2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
（自己株式を
除く。）の
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

株式会社HCA 東京都千代田区内神田２丁目２－６ 2,436,000 54.79

金子　洋文 東京都港区 894,000 20.11

MSIP CLIENT SECURITIES
（常任代理人　モルガン・スタンレー

MUFG証券株式会社)

25 CABOT SQUARE, CANARY WHARF, LONDON　
E14 4QA, U.K.

（東京都千代田区大手町１丁目９-７）
195,500 4.40

NOMURA PB NOMINEES LIMITED OMNIBUS-
MARGIN(CASHPB)

（常任代理人　野村證券株式会社）

1 ANGEL LANE, LONDON, EC4R 3AB,　UNITED
KINGDOM

（東京都中央区日本橋１丁目13-１）
69,300 1.56

神藏　孝之 東京都渋谷区 64,500 1.45

株式会社SBI証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 52,300 1.18

田口　孝広 東京都中央区 47,100 1.06

住友生命保険相互会社
（常任代理人　株式会社日本カスト

ディ銀行）

東京都中央区築地7丁目18-24
（東京都中央区晴海１丁目８-12）

28,900 0.65

金澤 秀晃 大阪府泉大津市 26,800 0.60

JPモルガン証券会社
東京都千代田区丸の内２丁目７－３

東京ビルディング
17,400 0.39

計 ― 3,831,800 86.18
 

（注）上記のほか、自己株式が 43,158 株あります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

    2022年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式
43,100 ―

―

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,444,700 44,447 ―

単元未満株式 普通株式 1,700 ―
一単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 4,489,500 ― ―

総株主の議決権 ― 44,447 ―
 

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式58株が含まれています。

 
② 【自己株式等】

2022年９月30日現在

所有者の氏名
 又は名称

所有者の住所
自己名義

 所有株式数
 (株)

他人名義
 所有株式数

 (株)

所有株式数
 の合計
 (株)

発行済株式
 総数に対する
 所有株式数
 の割合(％)

(自己保有株式)
㈱リビングプラット

フォーム

札幌市中央区
南二条西二十丁目291番

地
43,100 － 43,100 0.96

計 － 43,100 － 43,100 0.96

 

（注）１．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を切り捨てております。

　　　２．上記以外に自己名義所有の単元未満株式58株を所有しております。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2022年７月１日から2022年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2022年４月１日から2022年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,751,866 1,273,256

  受取手形及び売掛金 1,555,354 1,603,326

  商品及び製品 3,533 3,789

  原材料及び貯蔵品 22,519 24,346

  前払費用 259,647 335,528

  その他 209,689 114,554

  貸倒引当金 － △3,437

  流動資産合計 3,802,610 3,351,365

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,272,740 2,537,916

   車両運搬具（純額） 5,140 3,430

   工具、器具及び備品（純額） 91,258 84,043

   土地 1,620,078 1,549,952

   リース資産（純額） 508,946 488,391

   建設仮勘定 271,883 148,126

   その他（純額） 23,387 21,535

   有形固定資産合計 4,793,435 4,833,395

  無形固定資産   

   のれん 983,015 932,708

   ソフトウエア 18,056 16,122

   その他 56,619 55,499

   無形固定資産合計 1,057,692 1,004,330

  投資その他の資産   

   投資有価証券 88,837 120,333

   長期貸付金 29,355 29,187

   長期前払費用 27,159 23,860

   繰延税金資産 150,040 150,878

   差入保証金 743,040 817,751

   その他 193,311 186,064

   貸倒引当金 △22,828 △22,828

   投資その他の資産合計 1,208,915 1,305,245

  固定資産合計 7,060,043 7,142,971

 繰延資産   

  繰延消費税 3,614 2,904

  繰延資産合計 3,614 2,904

 資産合計 10,866,268 10,497,241
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  短期借入金 ※  287,503 ※  285,000

  1年内返済予定の長期借入金 1,051,301 912,611

  リース債務 28,170 29,210

  未払金 346,038 343,989

  未払費用 558,232 611,154

  未払法人税等 234,905 46,924

  前受金 292,598 298,132

  預り金 55,447 80,011

  賞与引当金 93,865 109,527

  その他 70,000 76,905

  流動負債合計 3,018,063 2,793,468

 固定負債   

  長期借入金 4,825,642 4,518,271

  長期前受金 377,129 382,299

  リース債務 643,883 627,015

  退職給付に係る負債 198,499 241,008

  繰延税金負債 6,085 6,035

  その他 450,467 484,787

  固定負債合計 6,501,708 6,259,418

 負債合計 9,519,771 9,052,887

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 357,757 357,757

  資本剰余金 1,297,257 904,003

  利益剰余金 △221,630 257,277

  自己株式 △79,416 △79,459

  株主資本合計 1,353,967 1,439,579

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △7,470 △6,609

  その他の包括利益累計額合計 △7,470 △6,609

 新株予約権 － 11,384

 純資産合計 1,346,496 1,444,353

負債純資産合計 10,866,268 10,497,241
 

EDINET提出書類

株式会社リビングプラットフォーム(E35508)

四半期報告書

12/25



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

売上高 5,321,346 6,715,666

売上原価 4,686,790 5,996,869

売上総利益 634,556 718,796

販売費及び一般管理費 ※  387,845 ※  539,784

営業利益 246,710 179,012

営業外収益   

 受取利息及び配当金 1,771 447

 助成金収入 369,888 －

 その他 20,872 83,231

 営業外収益合計 392,532 83,679

営業外費用   

 支払利息 56,894 57,588

 控除対象外消費税等 95,262 140,234

 貸倒損失 － 3,437

 その他 1,214 1,447

 営業外費用合計 153,371 202,707

経常利益 485,870 59,984

特別利益   

 固定資産売却益 － 65,550

 特別利益合計 － 65,550

特別損失   

 減損損失 14,819 －

 特別損失合計 14,819 －

税金等調整前四半期純利益 471,051 125,535

法人税、住民税及び事業税 196,069 44,033

法人税等調整額 △15,058 △2,361

法人税等合計 181,011 41,672

四半期純利益 290,039 83,862

親会社株主に帰属する四半期純利益 290,039 83,862
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

四半期純利益 290,039 83,862

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 － 861

 その他の包括利益合計 － 861

四半期包括利益 290,039 84,723

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 290,039 84,723
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 471,051 125,535

 繰延資産償却額 － 709

 減価償却費 115,415 118,811

 減損損失 14,819 －

 のれん償却額 11,025 46,439

 受取利息及び受取配当金 △1,771 △447

 支払利息 56,894 57,588

 有形固定資産売却損益（△は益） － △65,550

 売上債権の増減額（△は増加） △424,644 △95,094

 未収入金の増減額（△は増加） △37,882 47,122

 棚卸資産の増減額（△は増加） △1,851 △2,083

 賞与引当金の増減額（△は減少） 11,545 15,661

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 20,319 42,509

 貸倒引当金の増減額（△は減少） － 3,437

 前受金の増減額（△は減少） △15,517 5,533

 未払金の増減額（△は減少） 10,413 △2,089

 未払費用の増減額（△は減少） 67,552 52,943

 未払消費税等の増減額（△は減少） 11,625 △1,560

 その他 △28,764 80,011

 小計 280,232 429,476

 利息及び配当金の受取額 1,576 702

 利息の支払額 △56,093 △35,038

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △9,078 △231,717

 営業活動によるキャッシュ・フロー 216,636 163,423

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △50,000 －

 有形固定資産の取得による支出 △644,245 △359,679

 有形固定資産の売却による収入 － 284,709

 無形固定資産の取得による支出 △980 △1,326

 投資有価証券の取得による支出 △50,000 △29,160

 貸付金の回収による収入 340 318

 助成金収入 497,296 －

 敷金及び保証金の回収による収入 18,106 10,305

 敷金及び保証金の差入による支出 △42,029 △85,016

 長期前払費用の売却による収入 4 －

 長期前払費用の取得による支出 △292 －

 建設協力金の回収による収入 6,998 7,247

 その他投資の増減 － △1

 投資活動によるキャッシュ・フロー △264,803 △172,603
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           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 247,501 △2,503

 長期借入れによる収入 366,400 234,610

 長期借入金の返済による支出 △514,718 △680,670

 株式の発行による収入 1,375 －

 自己株式の取得による支出 △372 △42

 割賦債務の返済による支出 △5,377 △4,996

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △10,802 △15,827

 財務活動によるキャッシュ・フロー 84,004 △469,430

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 35,837 △478,610

現金及び現金同等物の期首残高 1,588,687 1,751,866

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,624,524 ※  1,273,256
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【注記事項】

(追加情報)

（新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り）

前連結会計年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症の影響に

関する会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定について、当第２四半期において2022年３月末時点で想定し

ていなかった第７波の到来により、一部の運営施設においてクラスターが発生し、新規入居者の受け入れが出来

なかった等の影響はありましたが、当第２四半期以降は稼働率も復調傾向にあり、年度末には定常化が見込まれ

ております。なお、今後の新型コロナウイルス感染症の発生及び収束時期等の見積りには不確実性を伴うため、

将来における財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※当座貸越契約

当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。当事業

年度末における当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

 (2022年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

 (2022年９月30日)

当座貸越極度額 400,000千円 900,000千円

借入実行残高 200,000千円 200,000千円

差引額 200,000千円 700,000千円
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(四半期連結損益計算書関係)

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

給与手当 157,416千円 209,602千円

賞与引当金繰入額 1,630千円 △1,010千円

退職給付費用 9,918千円 16,075千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

  
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

 現金及び預金 1,674,524千円 1,273,256千円

 預入期間が３か月を超える定期預金 △50,000千円 －千円

 現金及び現金同等物 1,624,524千円 1,273,256千円
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

　１ 配当金支払額

該当事項はありません。

 

　２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

　１ 配当金支払額

該当事項はありません。

 

　２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

当社グループの事業セグメントは、ライフケア事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメン

ト情報の記載を省略しております。

 
当第２四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年９月30日)

当社グループの事業セグメントは、ライフケア事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメン

ト情報の記載を省略しております。

 
(収益認識関係)

当社グループは、ライフケア事業のみの単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益を事業領域

別に分解した情報は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

（単位：千円）

 事業領域
報告セグメント

合計
ライフケア事業

 介護事業 4,384,694 4,384,694

 障がい者支援事業 265,348 265,348

 保育事業 564,182 564,182

 その他 107,121 107,121

 顧客との契約から生じる収益 5,321,346 5,321,346

 外部顧客への売上高 5,321,346 5,321,346
 

 
 
当第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

（単位：千円）

 事業領域
報告セグメント

合計
ライフケア事業

 介護事業 5,568,301 5,568,301

 障がい者支援事業 345,711 345,711

 保育事業 760,690 760,690

 その他 40,962 40,962

 顧客との契約から生じる収益 6,715,666 6,715,666

 外部顧客への売上高 6,715,666 6,715,666
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(企業結合等関係)

（共通支配下の取引等）

１．取引の概要

（１）対象となった事業の名称及びその事業の内容

① 事業の名称：当社の連結子会社である株式会社リビングプラットフォーム東北及び株式会社アルプスの杜

② 事業の内容：主として介護事業の運営

（２）企業結合日

2022年７月１日

（３）企業結合の法的形式

株式会社リビングプラットフォームケアを存続会社、株式会社リビングプラットフォーム東北、株式会社アル

プスの杜を消滅会社とする吸収合併方式です。

（４）結合後企業の名称

株式会社リビングプラットフォームケア（当社の連結子会社）

（５）その他取引の概要に関する事項

当社グループの介護事業に係る経営資源の集中と有効活用を図ることで、グループ全体の業務の効率化、収益

性の安定化を促進し企業価値の向上を目指すものであります。

 
２．実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基づき、

共通支配下の取引として処理しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 項目
前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

 １株当たり四半期純利益 64円62銭 18円86銭

 (算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 290,039 83,862

 普通株主に帰属しない金額(千円) － －

 普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 290,039 83,862

 普通株式の期中平均株式数(株) 4,488,495 4,446,363

 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 64円49銭 18円81銭

 (算定上の基礎)   

 親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) － －

 普通株式増加額(株) 9,205 10,283

 
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四半
期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計年度
末から重要な変動があったものの概要

－

2022年５月13日開催の取
締役会決議による第４回
新株予約権
新株予約権の数 35,000個
(普通株式 35,000株)

 

(注) 当社は、2021年10月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、前連

結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益を算定しております。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

　　2022年11月14日

株式会社リビングプラットフォーム

取締役会  御中

　

EY新日本有限責任監査法人
 

　　　　　　　　　　　　　　　　　東京事務所

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 丸　　山　　高　　雄  

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 滑　　川　　雅　　臣  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社リビン

グプラットフォームの2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2022年７月

１日から2022年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社リビングプラットフォーム及び連結子会社の2022年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
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・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以  上

 

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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